就　業　規　則
　　　
第１章　総　　　則
（目　　　　　的）
第１条    この規則は、株式会社まごころ福祉（以下「会社」という。）の職員の服務、賃金、その他就業に関する事項を定めたものです。
    ２    この規則及びこの規則の付属規程に定めがない事項については、労働基準法その他の法令及び労働協約の定めるところによります。
eq \o\ad(（職員の定義）,                 )
第２条    この規則で職員とは、本社勤務の正職員（事務職及びケアマネージャー等）及び正職員候補として採用された試用期間中の者をいいます。
（適　用　範　囲）
第３条    この規則は、第２条で定義した職員に適用します。
    　　  ヘルパー（巡回型及び滞在型）については別に定めるヘルパー就業規則によるものとします。
（規則遵守の義務）
第４条    会社及び職員は、この規則及びこの規則の付属規程を遵守し、誠実に各々その義務を履行しなければなりません。
第２章　人　　　事
第１節　採　　　用
（採　　　　　用）
第５条    会社は、就職を希望する者の中から選考の上、適格と認めた者を所定の手続きを経て職員として採用します。
    ２    新規採用者は、年齢満15歳以上で、義務教育修了者に限ります。
    ３    職員として採用を希望する者は、次の書類を提出しなければなりません。ただし、その必要を認めない場合はその一部を省略することがあります。
       　 （１）自筆履歴書（最近３ヶ月以内の上半身写真添付）
       　 （２）住民票記載事項証明書
       　 （３）健康診断書
       　 （４）その他会社が必要とする書類
（入職時の提出書類）
第６条    職員として採用された者は、採用後２週間以内に次の書類を提出しなければなりません。ただし、選考に際し提出済みの書類については除きます。
       　 （１）誓約書及び社員レコード
          （２）所得税扶養控除申告書
       　 （３）入職年に給与所得のあった者については源泉徴収票
       　 （４）前職のあった者については、厚生年金手帳及び雇用保険被保険者証
       　 （５）卒業証明書・免許証・資格証明書（必要のある場合）

（６）個人番号カード表裏面の写しまたは通知カードの写し及び当該通知カードに記載された事項がその者

　に係るものであることを証するものとして行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律施行規則で定める書類（ただし、対面で本人確認を行う場合は原本を提示する。）
       　 （７）その他会社が必要とする書類
（労働条件の明示）
第７条    会社は、職員の採用に際しては、この規則を提示し、かつ、労働契約の期間、勤務すべき場所、業務、労働時間、賃金、退職に関する事項については書面で明示します。
（試　用　期　間）
第８条    新たに採用した者については、採用の日から３カ月間を試用期間とします。ただし、特殊の技能または経験を有する者には試用期間を設けないことがあります。
    ２    試用期間中に技能認定が困難な場合には、試用期間をさらに３カ月延長することがあります。
    ３　　会社は、前項の試用期間の途中において、あるいは終了の際、本人の人柄、知識・技能・勤務態度・健康状態等について、職員として不適格と認められた場合は解雇することがあります。
          ただし、入職後14日を経過した者については、第20条の手続きによって行ないます。
    ４    試用期間は勤続年数に通算します。
第２節　任免及び異動
（任　　　　　免）
第９条    会社が職員を職制に定める資格職位に任じまたは免ずるときは、本人の能力適正考課に応じ行います。
（異　　　　　動）
第10条    会社は、職員に対して、業務の都合または職員の健康状態により必要ある場合は、職員の職場または職種の変更を命ずることがあります。
    ２    職員は、正当な理由なく前項の命令を拒否することはできません。
eq \o\ad(（出向及び転籍）,                  )
第11条    会社は、職員に対して、業務の都合により出向を命ずることがあります。
    ２    会社は、職員に対して、業務の都合により転籍を命ずることがあります。
    ３    出向者及び転籍者の労働条件、その他についてはその都度定めるものとします。
第３節　休　　　職
（休　職　事　由）
第12条    職員が次の各号の一に該当したときは、休職を命じます。
          （１）業務外の傷病により欠勤が引き続き２ヶ月以上に及んだ場合（結核性疾患の場合には、引き続き欠勤１ヶ年とする）
                ただし、出勤後２ヶ月以内に再び同一または類似の理由により欠勤したときは、前後の欠勤は連続するものとみなします。
          （２）自己の都合により欠勤が引き続き１ヶ月以上に及んだ場合
                ただし、出勤後１ヶ月以内に再び同一または類似の理由により欠勤したときは、前後の欠勤は連続するものとみなします。
          （３）会社の承認を得て、公職に就任し、会社の業務と両立しない場合
          （４）会社の命令により、会社以外の業務に従事する場合
          （５）業務外の刑事事件に関連する行為があった場合
          （６）その他特別の事情があり、会社が休職を相当と認めた場合
（休　職　期　間）
第13条    前条に定める休職期間は、次のとおりです。
          （１）前条第１号のとき・・・・・・休職を命ぜられて後　６ヶ月間
          （２）前条第２号のとき・・・・・・休職を命ぜられて後  ３ヶ月間
          （３）前条第３号及び第４号のとき・・・その期間
          （４）前条第５号及び第６号のとき・・・その都度会社が決めます
          ただし、事情を勘案して休職期間を延長することがあります。
    ２    前項の休職期間中は、傷病の症状、動静、その他の必要な事項を会社に報告しなければなりません。また、前項第１号については、会社の指示が有れば、会社指定の医師の検診を受けなければなりません。
　　３    休職期間中は賃金を支給しません。ただし、前条第４号については支給することがあります。
　　４    休職期間中は原則として勤続年数に算入しません。ただし、前条第４号については通算することがあります。
（休職期間満了時の取扱）
第14条    休職期間が満了した場合の取り扱いは次のとおりです。
          （１）第12条第１号、第２号の場合で休職事由が消滅していないときは退職とします。
          （２）第12条第３号、第４号の場合は復職させます。
          （３）第12条第５号、第６号の場合で会社が定めた休職期間中に休職事由が消滅していない時は原則として退職とします。
（復　　　　　職）
第15条    休職期間満了前に休職事由が消滅した場合、及び前条第２号の場合は直ちに復職させます。ただし、業務上やむを得ない事情がある場合は、旧職務と異なる職務に配置することがあります。
第４節  定年・退職・及び解雇
（定　　　　　年）
第16条    職員の定年は満65歳として、定年に達した日の翌日をもって退職とします。
    ２    会社は業務の都合により、特に必要があると認めた者については、前項の定めにかかわらず勤務延長することがあります。
    ３    会社は、定年に達した者で、業務上必要と認めた者には、期間を定めて嘱託として再雇用することがあります。
（退　　　　　職）
第17条    前条のほか、職員が次の各号の一に該当するに至った場合は、その日を退職の日とし、職員としての地位を失います。
          （１）死亡した場合
          （２）本人の都合により退職を願い出て会社の承認があった場合、または、退職願提出後１ヶ月を経過した場合
          （３）期間の定めのある雇用が満了した場合
          （４）第13条の休職期間が満了しても復職しない場合
          （５）第19条の解雇の場合
          （６）第63条の懲戒解雇の場合
（自己都合退職の手続）
第18条    職員が、自己の都合で退職を希望する場合は、退職の日の１カ月前までに「退職願」を所属長を経て会社に提出し、会社の承認を得なければなりません。
    ２    会社の承認のあった者は、退職の日まで従前の業務に従事するとともに、必要な業務を後任者に引き継がなければなりません。
（解　　　　　雇）
第19条    会社は、次の各号に掲げる場合に職員を解雇することがあります。
          （１）精神または身体の障害,または虚弱疾病のため業務に耐えられない場合
          （２）就業状況または勤務成績が著しく不良で就業に適さないと認められる場合
          （３）事業の縮小その他会社の都合によりやむを得ない事由がある場合
          （４）天災、地変その他のやむを得ない事由のため事業の継続が不可能になった場合
          （５）第８条の試用期間中の者について、職員として不適格と認められる場合
          （６）刑事事件に関し、事件内容が職員として不適格の場合
          （７）業務上負傷しまたは疾病にかかり療養のため休業し、職場復帰できない場合で、療養開始後３年を経過しても傷病が治らないで、打ち切り補償を支払った場合（法律上支払ったとみなされる場合を含みます）
          （８）その他前各号に準ずるやむを得ない事由が生じた場合
（解雇予告及び解雇予告手当）
第20条    前条により解雇する場合は、30日前に本人に予告するか、または労働基準法に規定する平均賃金の30日分に相当する予告手当を支給して行います。ただし、所轄労働基準監督署長の認定を受けたときは、予告手当を支給しません。予告の日数は、平均賃金を支払った日数だけ短縮します。
    ２    前項の場合、次に該当する者は除きます。
          （１）日々雇用する者（引き続き１カ月を越えて使用した者を除きます）
          （２）２カ月以内の期間を定めて雇用した者（所定の期間を越えて使用した者を除きます）
   　　　 （３）試用期間中の者（採用後14日を越えた者を除きます）
（eq \o\ad(解雇の制限,             ) ）
第21条    職員が、業務上の傷病による療養の開始後休養する期間及びその後30日間、ならびに第37条の産前、産後休暇の休暇中及びその後30日間は解雇しません。
          ただし、業務上の傷病による療養開始後３年を経過した日において、打切補償を支払った場合（法律上打切補償を支払ったとみなされる場合を含みます）、または天災地変等の事由で事業の継続が不可能となった場合で行政官庁の承認を受けた場合は除くものとします。
（精　　　　　算）
第22条    職員は、退職しようとするとき（懲戒解雇または解雇されたときを含みます。以下同じ。）は、すみやかに会社から支給された物品を返還し、その他会社に対する債務を精算しなければなりません。
    ２    会社は、職員が退職したときは、権利者の請求があってから７日以内にその者の権利に属する金品を返還します。
eq \o\ad(（退職後の責務）,                   )
第23条    退職または解雇された者は、その在職中に行った自己の職務に対する責任は免れません。
    ２    退職または解雇された者は、在職中に知り得た機密を他に洩らしてはなりません。
第３章　勤　　　務
第１節  勤務時間、休憩及び休日
（変形労働時間制）
第24条    勤務時間については、１年単位の変形労働時間制を実施し、１年以内の一定の期間を平均して１週間の労働時間を40時間以内とします。

    ２　  前項は、職員の過半数を代表する者との間で、書面による協定を締結し、所轄の労働基準監督署に届け出のうえ行います。

    ３　  前文の労使協定では、労働基準法第32条の４に示されている次の要件を明示して行います。

          （１）対象職員の範囲

          （２）対象期間

          （３）対象期間における労働日

          （４）労働日ごとの労働時間

          （５） 対象期間の起算日、有効期間

          （６）その他必要な事項

 （勤　務　時　間）
第25条    職員の１日の実労働時間は８時間、休憩時間は１時間とし、始業及び終業時間は原則次のとおりとします。

              始業時刻    午前９時00分

              終業時刻    午後６時00分

              休憩時間    正午より60分  

（始業・終業・休憩時間の変更）
第26条    業務上その他必要ある場合は、全部または一部の者について前条に定める始業、終業、休憩時間を変更することがあります。ただし、この場合においても１日の実働時間が８時間を超えないものとします。
（休憩時間の利用）
第27条    職員は、休憩時間を自由に利用することができます。ただし、外出するときは、所属長に届け出なければなりません。
    ２    職員は、他の職員の休憩を妨げないようにしなければなりません。

（出張者の勤務時間）
第28条    職員の出張等により勤務時間を算定しがたい場合は、第25条の所定勤務時間勤務したものとみなします。
          ただし、所属長があらかじめ別段の指示をしたときは、この限りではありません。

（休　　　　　日）

第29条    休日は年間105日とし、毎年３月20日までに、４月より翌年３月までの月毎の休日日数を「年間休日表」で明示します。

  　　　1か月毎の具体的な休日はローテーションによる交替制とし、個人別に各月の開始日の７日前までに明示します。

(休日の振替)
第30条    業務の都合でやむを得ない場合は、前条の休日を１ヶ月以内の他の日と振り替えることがあります。
    ２    前項の場合、前日までに振り替えによる休日を指定して職員に通知します。
第２節  時間外及び休日勤務等
（時間外勤務）
第31条    業務の都合により所定時間外に勤務させることがあります。
    ２    時間外勤務は所属長の指示によります。
          ただし、所属長に申請して時間外勤務を承認された場合は勤務することができます。
    ３    時間外勤務は、所轄労働基準監督署長に届け出た職員代表との時間外労働協定の範囲内とします。
    ４    満18歳未満の者には時間外勤務をさせません。
（休　日　勤　務）
第32条    業務上必要がある場合には、第29条の休日に出勤を命ずることがあります。
    ２    前項の場合において当該休日が、労働基準法第35条に定める法定休日である場合は所轄労働基準監督署長に届け出た職員代表との休日労働協定の範囲内とします。
    ３    満18歳未満の職員については、第２項の法定休日に出勤させることはありません。
（深　夜　勤　務）
第33条    業務上必要ある場合は勤務が深夜（午後10時より午前５時まで、以下同じ）にわたることがあります。
          ただし、満18歳未満の職員には深夜勤務をさせません。
（割　増　賃　金）
第34条    第31条、第32条または前条による時間外勤務、休日勤務、または深夜勤務に対しては、賃金規程の定めるところによって割増賃金を支払います。
    ２   管理監督者（チーフ以上の役職者）及び機密の業務に従事する者に対しては、深夜勤務を除き前項の規定は

適用しません。
（非常災害時の勤務）
第35条    災害その他避けることのできない事態が発生した場合には、第31条、第32条及び第33条の規定にかかわらず、時間外、休日及び深夜に勤務させることがあります。
第３節  休　暇  等
eq \o\ad(（年次有給休暇）,                   )
第36条    会社は所定労働日数の８割以上出勤した職員に対し、下記表の上欄の勤務年数に応じ、下欄に掲げる日数の年次有給休暇を与えます。
	
	勤続年数

	６ヶ月

	１年
６ヶ月
	２年
６ヶ月
	３年
６ヶ月
	４年
６ヶ月
	５年
６ヶ月
	６年
６ヶ月以上
	

	
	休暇日数
	１０日
	１１日
	１２日
	１４日
	１６日
	１８日
	２０日
	


    ２  　出勤率の算定において、年次有給休暇、業務上の傷病により休業日、会社の都合による休業期間、特別休暇、育児休業期間、介護休業期間及び産前産後の規定による休業日は出勤したものとします。
    ３    年次有給休暇は本人の請求があった時季に与えます。
          ただし、会社は事業の正常な運営上やむを得ない場合は、その時季を変更させるときがあります。
    ４    年次有給休暇は１日を単位として与えるものとします。
    ５    年次有給休暇を請求しようとする者は、所定の手続きにより事前に会社に届け出るものとします。
    ６    当該年度の年次有給休暇の全部または一部を取得しなかった場合は、その残日数は翌年に限り繰り越すこととします。
    ７    年次有給休暇については、通常給与を支給します。
    ８    年次有給休暇は労働基準法の定めるところにより、計画的に付与することがあります。
　　９　　第１項の年次有給休暇が10日以上与えられた職員に対しては、第３項の規定にかかわらず、付与日から１

　　　年以内に、当該職員の有する年次有給休暇日数のうち５日について、会社が職員の意見を聴取し、その意見を

　　尊重した上で、あらかじめ時期を指定して、指定にもとづき職員は年次有給休暇を取得するものとする。ただし、

　　職員が第項又は第８項の規定による年次有給休暇を取得した場合においては、当該取得した日数分を５日か

　　ら控除するものとする。
（産前・産後休暇等）
第37条    ６週間（多胎妊娠の場合は14週間）以内に出産予定の女性職員が請求した場合は、産前休暇を与えます。
    ２    産後８週間を経過していない女性職員は就業させません。
          ただし、産後６週間を経過した女性職員が就業を請求する場合には、医師が認める業務に就かせることがあります。
    ３    妊娠中または産後１年を経過しない女性職員は、所定労働時間内に、母子保健法に定める健康診査または保健指導を受診するため、通院に必要な時間について通院休暇を請求することができます。
    ４    妊娠中または産後１年を経過しない女性職員が請求した場合は、超過勤務、公休勤務または深夜勤務を命じることはありません。
    ５    妊娠中または産後１年を経過しない女性職員が、医師等から妊娠または出産に関する諸症状の発生または発生の恐れがあるとして指導された場合は、当該指示事項を守ることができるようにするため、所属長に申し出ることにより、休憩時間の延長、短時間勤務、作業軽減、休業等の措置を受けることができます。
    ６    生後１年を経過しない乳児を育てる女性職員が申し出た場合は、所定の休憩時間のほか、１日について２回、１回について30分の育児時間を与えます。
（生　理　休　暇）
第38条 生理日の就業が著しく困難な女性職員が請求した場合は、必要時間または暦日就業させません。

eq \o\ad(（育児休業等）,                 )
第39条　  育児休業等については育児・介護休業等に関する規程により定めます。
eq \o\ad(（介護休業等）,                 )
第40条　  介護休業等については育児・介護休業等に関する規程により定めます。
（公民権行使の時間）
第41条    職員が勤務時間中に裁判員制度、選挙権の行使、その他公民としての権利を行使するため、あらかじめ申し出た場合は、それに必要な時間を与えます。
    ２    前項の申し出があった場合に、権利の行使を妨げない限度においてその時刻を変更することがあります。
（特　別　休　暇）
第42条    次に掲げる場合、職員は所属長に願い出て各々所定日数の休暇を受けることができます。ただし、各職員の休日がその間にある場合は、その休日も含めた日数とします。
          （１）本人が結婚する場合（挙式当日を含む）・・・・・・・・・・５日
          （２）子女が結婚する場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１日
          （３）妻が出産した場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１日
          （４）配偶者、子女、父母が死亡した場合・・・・・・・・・・・・５日
          （５）兄弟姉妹、配偶者の父母が死亡した場合・・・・・・・・・・１日
          （６）その他前各号に準じ会社が必要と認めた場合・・必要と認めた期間
（特別休暇等の賃金）
第43条 第37条から前条までに定める休暇等に対する賃金については、無給とします。

第４節  出　退　勤
（出　　退　　勤）
第44条    出勤及び退勤については、次の事項を守らなければなりません。
          （１）所定の始業時刻までに就業のための準備を整えること
          （２）出退勤の際は本人自ら所定の方法で出退勤を記録すること
          （３）火器、凶器その他業務に必要でない危険物を所持しないこと
          （４）勤務地に直行する必要がある場合は、事前に届け出ること
          （５）退勤は整理整頓し室内の戸締まり等を確認した後に行うこと
          （６）就業時間外に職場に出入りする場合は会社が指定した者に連絡すること
（持　込　持　出）
第45条    職員は、出勤及び退勤の場合において日常携帯品以外の品物を持ち込み、または持ち出そうとするときは、所属長の許可を受けなければなりません。
（遅刻、早退及び外出）
第46条    遅刻または早退をしようとする者は、所定の様式で所属長に届け出なければなりません。ただし、やむを得ない事由により事前に申し出る余裕のない場合は、遅滞なく電話等で連絡の上承認を受けなければなりません。
    ２    やむを得ない私用により外出をしようとする者は、所定の様式であらかじめ所属長の許可を受けなければなりません。

（欠　　　　　勤）
第47条    職員が、病気その他やむを得ない事由により欠勤する場合は、前もってその事由と予定日数を所定の様式により届け出なければなりません。
          ただし、事前に届け出る余裕のない緊急の場合は、電話等で連絡し、事後速やかに届け出なければなりません。
    ２    病気欠勤５日以上に及ぶ場合は、医師の診断書を提出しなければなりません。
    ３    第１項の手続きが正当な理由なく行われないものについては、無届け欠勤として取り扱います。
（業務外の事由による不就業）
第48条    職員が就業時間中に業務に関係のない事由で勤務に就かない場合は、遅刻、早退、欠勤の扱いをします。
（出　　　　　張）
第49条 業務上出張する場合は、用務、出張先、日程、その他を明らかにして所属長の承認を得なければなりません。出張終了後、帰着したときは速やかに出張報告書を提出しなければなりません。

（入場禁止及び退場）
第50条    職員が、次の各号の一に該当する場合は、入場を禁止あるいは退場を命ずることがあります。
        （１）職場内の秩序、風紀を乱すと認められる者
        （２）凶器その他業務に必要のない危険物を携帯する者
        （３）精神病、伝染病の疾病または就業のため病勢悪化する恐れのある疾病にかかり就業に適しないと認められる者
        （４）業務を妨害し、またはその恐れのある者
        （５）その他会社が就業に適さないと認めた者

第４章　服務規律

（服務の基本原則）
第51条    職員は、業務上の指示に従い、職場の秩序を保持し、お互いに協力して業績、能率、信頼の向上に努めなければなりません。　　　　
（服　務　心　得）
第52条    職員は、常に次の事項を守り服務に精励しなければなりません。
          （１）常に健康に留意し、積極的な態度をもって勤務すること
          （２）会社の定める諸規程、諸規則及び諸規律を忠実に履行すること
          （３）能率の向上のため常に職務上の研究に努め進歩向上をはかること
          （４）所属長は所属職員の人格を尊重し、適切な指導監督に努めること
          （５）自己の業務上の権限を越えて専断的なことを行わないこと
          （６）常に品位を保ち、会社の名誉を害し信用を傷つけるようなことをしないこと
          （７）会社の業務上の機密、会社の不利益となる事項、及び顧客の秘密を他に洩らさないこと（退職後においても同様です）
          （８）会社の車両、器具その他の備品を大切にし、書類は丁寧に取り扱いその保管を厳にすること
          （９）許可なく職務以外の目的で会社の車両、器具その他の物品を使用しないこと
          （10）電気、ガス、水道その他の消耗品の使用に当たっては節約に努めること
          （11）会社の内外を訪わずに、会社の業務に関連して、他から不当な贈与、接待、もしくはこれに類する便益を受けないこと
          （12）自己の地位を利用して、自己または第三者の利益を図らないこと
          （13）会社の物品を私用に供し、または許可なく会社の書類帳簿を持ち出したり外部の者に示さないこと
          （14）勤務時間中はみだりに職場を離れないこと
          （15）酒気をおびて勤務しないこと
          （16）職場内において、政治活動、宗教活動をしないこと
          （17）職場内において賭事をしないこと
          （18）作業を妨害し、または職場の風紀秩序を乱さないこと
          （19）職場の整理整頓に努め、常に清潔に保つようにすること
          （20）暴行、脅迫、傷害等により同僚や他の職員、上司に迷惑をかけないこと
          （21）会社の規程集等の会社よりの貸与品を他人に貸与または譲渡しないこと
          （22）職場内において相手が望まない性的言動をしないこと
（二重就業の禁止）
第53条    職員は会社の許可なく自己の営業をなし、あるいは他の会社の役員または社員となることはできません。
（身上異動の届出）
第54条    職員は次の各号の一に該当する事実の生じたときは所定の用紙により会社に届け出なければなりません。
          （１）氏名、及び現住所に変更のあった場合
          （２）結婚または離婚した場合
          （３）親族、世帯主または身元保証人に異動のあった場合
          （４）学歴に変更があった場合
          （５）資格免許証を獲得するかまたは変更があった場合
          （６）通勤の方法に変更があった場合
          （７）公職に就任した場合
（集会・文書配布等）
第55条　　職員は、会社内での集会、文書の配布や掲示を行う場合、あるいは、就業時間中に労働運動をする場合は、事前に届け出なければなりません。
（執務態度のあり方）
第56条    職員の日常における執務態度は、常に服装及び言語に気をつけていなければなりません。
    ２    電話その他の接遇においても意を配り、必要以上の冗長に流れる雑談に陥ることのないように謙虚な心がけを忘れてはなりません。
    ３    職員は業務上外出する場合、外出先、用件等を明らかにし、いつでも連絡を取り得るようにしなければなりません。
    ４    職員は所属長の指示命令に従い、また業務上必要な連絡、報告をしなければなりません。
第５章　賃　　　金
（賃　　　　　金）
第57条    職員の給与、賞与については、別に定めます。
（退　　職　　金）
第58条    職員の退職金については支給しません。ただし、勤務年数、会社に対する功績を勘案して退職時に慰労金を支給することがあります。
第６章    表彰・制裁
（表　　　　　彰）
第59条    次の各号の一に該当する者は、選考の上表彰します。
          （１）永年誠実に勤務した者
          （２）品行方正、業務に誠実で、周囲の模範となる者
          （３）業務能率が著しく優れた者
          （４）業務上有益な発明、改良または工夫をした者
          （５）災害を未然に防止した者、または災害の際に特に功労のあった者
          （６）その他、前各号に準ずる善行または功労があると認められる者
    ２    前項の表彰は、その程度により、表彰状、賞品、賞金または特別臨時昇給をもって行います。
（制裁の種類及び程度）
第60条    故意または過失により会社の業務の正常な運営を阻害し、会社に損害を与え、または会社の信用を傷つけ、あるいは不正を行ったときは職員に制裁を行います。
　　２　  前項の制裁は、その情状により次の区分により行います。
          （１）訓　　戒  始末書をとり将来を戒めます。
          （２）減　　給  始末書をとり、１回の事案に対する額が平均賃金の１日分の半額、総額が１ヶ月の賃金総額の10分の１の範囲で行います。
          （３）出勤停止  始末書をとり、７日以内の出勤を停止し、その期間中の賃金は支払いません。
          （４）降　　格  始末書をとり、役付を免じもしくは引き下げます。
          （５）諭旨解雇  退職願の提出を勧告し、これに応じない場合は解雇します。
          （６）懲戒解雇  予告期間を設けることなく即時解雇します。この場合において所轄労働基準監督署長の承認を受けたときは、予告手当（平均賃金の30日分）を支給しません。
（訓　　　　　戒）
第61条    次の各号の一に該当する場合は訓戒に処します。
          （１）勤務に対する届け出を詐り、または所定の手続きを故意に怠り、または著しく遅延した者
          （２）正当な理由なしに、無断で遅刻、早退をした者
          （３）安全または保健衛生に関する規則、指示を守らず、他人に重大なる迷惑を及ぼすと認められた者
          （４）服務に関する諸規則に従わず他に悪影響を及ぼし、職場秩序を乱すと認められた者
          （５）社品を粗略に取り扱い、棄損または紛失した者

（６）個人情報の保護に違反した者
          （７）その他前各号に準ずる不都合のあった者
（減給、出勤停止、降格）
第62条    次の各号の一に該当する場合は、減給、出勤停止または降格に処します。
          （１）会社の服務に関する諸規則に繰り返し違反した者
          （２）正当な理由なく１日以上無断欠勤した者
　　　　　（３）遅刻、早退、欠勤を繰り返し所属長の注意にもかかわらず改善しない者
          （４）事業所内の秩序、または風紀を乱す行為を繰り返し行った者
          （５）不正不義の行為をして職員としての体面を汚した者
          （６）安全または保健衛生に関する規則、指示を繰り返し守らなかった者
          （７）職場内で賭博その他これに類似の行為をした者
          （８）業務上の怠慢または監督不行届により災害、傷害その他の事故を発生させた者
          （９）業務に関して虚偽の行為をしたり、過失によって会社に損害を与えた者
         (!0)特定個人情報の保護に違反した者 
（11）その他前各号に準ずる不都合があった者
（諭旨解雇・懲戒解雇）
第63条    次の各号の一に該当する場合は、諭旨解雇または懲戒解雇に処します。
          （１）前条各号の行為が繰り返され情状が特に重い者
          （２）他人に対し暴行脅迫を加え、職場の秩序を乱しまたは業務を妨害した者
          （３）正当な理由がなく、２週間以上無断欠勤し出勤の督促に応じない者
          （４）故意または重大な過失によって、会社に重大なる損害を与えた者
          （５）業務に関し、不正、不当な金品を受け、またはその利益を受けた者
          （６）重要な経歴を偽り、その他詐術を用いて雇用された者
          （７）正当な理由なく業務上の機密を漏らし、または業務上の不利益をはかった者
          （８）会社の承認を得ず在籍のまま他に雇い入れられた者
          （９）刑罰法則を犯して有罪の判決を受け、事後の就業に不適当認められた者
          （10）会社に対し非協力的な言動策動により他の職員を煽動し勤労意欲を低下させ、会社の業務の正常な運営を妨げた者
          （11）経営上の事実を歪曲宣伝し、または職制を通じて発表した事項を故意に中傷誹謗して、会社に重大な悪影響を及ぼした者
          （12）著しく会社の名誉、信用を失墜させる行為があった者
          （13）職務上の指揮命令に従わず、著しく職場の秩序を乱した者

(14)個人情報及び特定個人情報の保護に違反し、その情状が悪質と認められる者
          （15）その他、前各号に準ずる不都合のあった者
eq \o\ad(（管理監督責任）,                   )
第64条    管理監督下にある職員が制裁に該当する行為があった場合は、当該管理監督者は、監督責任により制裁を受けることがあります。
          ただし、管理監督者がこれを防止する方法を講じていた場合においては、情状により制裁を免ずることがあります。
（損　害　賠　償）
第65条    職員が、故意または過失によって、会社に損害を与えた場合はその全部または一部を賠償させることがあります。退職後に判明した場合も同様です。
          ただし、これによって第60条の制裁を免れるものではありません。

第７章　保健衛生・安全
（保健衛生遵守義務）
第66条    職員は保健衛生に関する規則、指示を守り、保健衛生の向上に努めなければなりません。
（就　業　禁　止）
第67条    次の各号の一に該当する者は就業してはなりません。
          ただし、第２号に該当する者で会社が認める予防措置を実施した場合はこの限りではありません。
          （１）法定伝染病患者及び疑似患者
          （２）法定伝染病患者に接触した者
          （３）病毒伝播の危険のある伝染病患者
          （４）就業することが不適当な精神病患者
          （５）就業すると病気が悪化する恐れのある者
          （６）疾病後健康が十分に回復していない者
          （７）その他医師が就業不適当と認めた者
（伝染病発生時の措置）
第68条    職員は自己の住居及びその付近に伝染病が発生したとき、またはその疑いがあるときは直ちに会社に届け出て指示を受けなければなりません。
（健　康　診　断）
第69条    職員に対しては採用時及び毎年定期に指定医による健康診断を行います。この他、会社が臨時に必要と認めた場合にも健康診断を行うことがあります。
    ２    医師の健康診断を命ぜられた者は必ずこれを受けなければなりません。
          ただし、職員が健康診断書を提出した場合は、これに変えることがあります。
    ３    労働安全衛生法の指定外の検査項目については、職員に費用を負担してもらう場合があります。
eq \o\ad(（就業制限等）,                 )
第70条    次の各号の一に該当する者に対しては、就業制限、業務の転換、その他の衛生上必要な措置を行います。
          （１）満18歳未満の者
          （２）妊娠している者
          （３）健康診断の結果、指定医が必要と認めた者
          （４）その他、前各号に準ずる者で、指定医が必要と認めた者

eq \o\ad(（安全遵守義務）,                  )
第71条    職員は安全施設を活用し、安全に関する規則、指示を守り常に災害防止に努めなければなりません。
    ２    職員は次の事項を厳守しなければなりません。
          （１）常に職場を整理整頓して災害の防止に努め、特に通路、非常口、出入口、消化器及び消火栓のある箇所などには物品を置かないこと
          （２）ガス、電気、有害物、爆発物等の取り扱いは特に慎重を期すること
          （３）担当者でない者、有資格者でない者は別命のないかぎり自動車、電気装置その他の機械施設などを操作しないこと
          （４）自動車を運転する者は交通規則を遵守すること
          （５）戸締まりに注意し盗難の予防に努めること
          （６）許可なくたき火、または電熱器を私用しないこと
          （７）喫煙を所定の場所以外でしないこと
          （８）その他、当該主務係員、管理者の指示、または注意事項に反した行動をしないこと
（火気取締責任者）
第72条    火気取締責任者は、火災予防上必要な措置を講じます。職員は火気取締責任者の指示に従い、協力しなければなりません。
（災　害　措　置）
第73条    職場内に火災その他の非常災害が発生し、またはその危険があることを知り、その他異常を認めた場合は、直ちに緊急の処置をとるとともに、管理者に報告して、互いに協力し、被害を最小限度にとどめるよう努めなければなりません。
第８章　個人情報の保護
（個人番号の利用目的）

第74条   会社は第６条第６号において取得した職員及び職員の扶養家族の個人番号は、以下の目的で利用します。

（1） 雇用保険届出事務

（2） 健康保険・厚生年金保険届出事務

（3） 国民年金第３号被保険者届出事務

（4） 労働者災害補償保険法に基づく請求に関する事務

（5） 給与計算・退職所得の源泉徴収票作成事務

２
会社は、上記利用目的に変更がある場合は、速やかに本人に通知します。

３
職員の被扶養者が社会保険諸法令による被扶養者に該当する場合には利用目的を通知のうえ扶養家族の

個人番号を取得します。

（個人情報及び特定個人情報の保護）

第75条
会社は会社及び取引先等に関する情報、個人情報及び特定個人情報の管理に十分注意を払うとともに、自

らの業務に関係ない情報を不当に取得してはなりません。

２　職員は、職場または職種を異動あるいは退職するに際して、自らが管理していた会社及び取引先

等に関する情報、個人情報及び特定個人情報に関するデータ・情報書類等を速やかに返却しなければなりません。　３．職員が本条に違反したときは、第６章の制裁に処します。
第９章　雑　　　則
eq \o\ad(（災害補償等）,                 )
第74条    職員が業務災害または通勤災害を被ったときは、労働基準法、労働者災害補償保険法等の定めるところによりその療養等に必要な給付等を受けることができます。
eq \o\ad(（慶弔見舞金）    ,                    )
第75条    職員の慶弔、罹病、罹災の際はそれぞれ祝金、見舞金、または香料を支給することがあります。          

（教　　　　　育）
第76条    職員の知識を高め、技能を錬磨するために、会は教育計画に基づき教育訓練を実施することがあります。
    ２    職員は教育訓練に参加しなければなりません。
付　　　則
１  この規則は平成２４年４月１日より実施します。
　平成２８年１月１日一部改正、同日より実施します。

平成３１円４月１日一部改正、同日より実施します。
２  この規則には次の規程・規則が付属します。
    　　ヘルパー就業規則
賃金規程
　　　　パート職員就業規則
育児・介護休業等に関する規程
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